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要 旨 

【目的】平成 22 年度の領域センター間接支援部門の研究として、リハビリテーション分野の退院

時指導や在宅指導の問題点と改善点について検討した結果、各職種間における情報共有が脆弱であ

ることが明らかとなった。今年度は、情報共有のための具体的方策を考案することを目指した。 

領域センターの医療情報調査部門では、地域における医療機関、地域福祉サービス、在宅患者情

報等を管理できる「情報データバンクシステム」を研究しており、主にインターネットを利用した

入力方法やセキュリティ等のシステムを開発している。本研究では、地域の医療・福祉関係者が利

用しやすい患者情報フォーマット（情報データバンクシステムの記入項目）を作成することを目的

とした。 

【対象】対象は、中部大学臨床関連施設を中心とした研究協力医療機関・福祉施設に従事し、本研

究の主旨に賛同した理学療法士、作業療法士、看護師、社会福祉士、介護福祉士、介護支援専門員

とした。 

【方法】中部大学にて、患者情報フォーマットについての検討会を実施した。検討会前に、研究協

力施設に対して事前アンケート調査を行い、看護師・リハビリテーション・相談員の職種別の検討

資料を作製した。検討会では、患者情報フォーマットの項目内容や記入方法について職種ごとに検

討し、後に全職種で意見交換をした。検討会終了後には、全対象者に事後アンケート調査を行った。

【結果】検討会において、各職種に分け細かく検討した後、他職種間で意見交換をしたことにより、

職種間の連携の要点がわかった。事前アンケートを実施したことにより、検討会当日は効率よく検

討することができた。事後アンケートより、記入項目の簡素化が共通意見であったが、追加すべき項目や

コメント欄の充実など情報は詳しく得たいという矛盾も生じた。 

【考察】検討会では、職種間の言語の違いと患者について把握している側面の違いが意見交換時に

影響を及ぼしていた。このことより、多職種の考え方を知ることができ、地域における役割を各々

に理解することができたといえる。今回は、職種別に検討したことを発表し合うことに留まり、患者情報

フォーマットを完成するまでには至らなかった。今後は、今回の対象者以外の専門職の意見も聴取し、実

用的で有意義な患者情報フォーマットを作成することを課題としたい。 

今回は、職種別に分かれ、患者情報フォーマットについて検討することはできたが、全体会では検

討内容を発表することに留まり、患者情報フォーマットを完成させるまでには至らなかった。また

事後アンケートより、参加者以外の職種等の意見も聴取し、再検討する必要が訴えられ、今回検討

した内容を完成とするのではなく、今後検討会を重ね、より使用しやすい有用性の高い患者情報フ

ォーマッット作成を今後の課題としたい。 
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Ⅰ はじめに 

我が国では、1970 年代に 65 歳以上の人口が 7％

を超える高齢化社会となった。1995 年には 65 歳

以上が 14％を超える高齢社会に移行した。急速な

高齢化が進む中で、その時代の要請に応えながら

社会保障制度は発展してきた。 

 1990 年代からは、ゴールドプラン（高齢者保

健福祉十か年戦略）に基づき、高齢者保健福祉サ

ービスの基盤整備が進められるようになった。ゴ

ールドプランは、1989 年 12 月末に制定され、

1999 年度における具体的なサービス整備目標値

を設定して 1990 年度から 1999 年度までの 10 年

間に目標値の達成に向けて、サービス基盤の整備

を推進していくこととなった。ゴールドプランは、

計画期間の中間の 1994 年に目標値を引き上げた

新ゴールドプランに改正された。 

 2000 年には要介護高齢者の在宅生活を重視し

て、介護保険制度が施行された。しかし、介護保

険が始まり 10 年以上経過しているが、介護老人

福祉施設では 42 万人以上が入所待機者の対象と

なっている。このことは、現在の地域在宅サービ

スが適切に機能していないことを明らかにして

いる。2015 年以降には団塊の世代が 65 歳以上と

なり、在宅の高齢者介護にも大きな変容を求めら

れている。 

こうした地域社会が抱えている課題を、大学の

研究において解決する糸口を発見することがで 

きれば、中部大学は春日井市にとって非常に重要

な存在となってくる。中部大学生命健康科学部 

では 2010 年 4 月に理学療法学科・作業療法学科・  

臨床工学科の 3 学科を新たに開設し、これを機に

春日井市における健康・医療・福祉への地域貢献

を目的とした「中部大学地域医療・障害者支援領

域センター」（以下領域センター）を立ち上げた。 

平成 22 年度の領域センターの間接支援部門と

して、リハビリテーション分野の退院時指導や在

宅指導の問題点と改善点についての研究を行っ

た。地域医療に携わっている理学療法士と作業療

法士を中心に、在宅でのサービス利用者について

症例検討会を行い、問題点と改善点についての意

見交換を行うことができた。課題として、各職種

間における情報の共有が脆弱であることが示さ

れ。そのため、今年度は情報の共通不足に着目し、

それを改善するための具体的方策を考案するこ

とを目指した。 

領域センターの医療情報調査部門では地域に

おいて医療機関、地域福祉サービス、在宅患者情

報などを管理できる「情報データバンクシステ

ム」を研究しており、そこでは主にインターネッ

トを利用した入力方法やセキュリティなどにつ

いてのシステムを開発している。 

本研究は医療情報調査部門の研究にあわせ、地域

の医療機関や福祉サービス機関の関係者が利用

しやすい具体的な患者情報フォーマット（情報デ

ータバンクシステムの記入項目）を作成すること

を目的とした。 

 

Ⅱ．対象 

 対象は領域センター間接部門内で検討し、選別

した中部大学臨床関連施設を中心とした研究協

力医療機関・福祉施設に従事し、本研究の主旨目

的に賛同してくれた理学療法士（PT 1 名）、作業

療法士（OT 2 名）、看護師（Nrs 1 名）、社会福祉

士（MSW 2 名）、介護福祉士（1 名）、介護支援

専門員（1 名）の職種を対象とした。 

 

Ⅲ．方法 

平成 23 年 11 月 26 日（土）中部大学にて研究

協力施設との間で患者情報フォーマットについ

ての検討会（以下 検討会）を企画した。 

1．検討会前の平成 23 年 10 月 11 日～10 月 28 日

の期間において、研究協力施設に対して事前ア

ンケート調査を実施した。 

事前アンケート内容については 

①所属機関 ②サービス内容 ③職種 ④在

宅モニタリング用紙*１を配布し、事前調査を行い、

使いたい情報や知りたい情報などについて検討

した。 
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*１今回、検討会で用いた在宅モニタリング用紙

は香川シームレス研究会が作成した用紙を三重

県亀山回生病院のリハビリスタッフが修正した

ものを基本項目として用いた。（図 1、2） 

2．アンケートを集計して、看護師・リハビリテ

ーション・相談員の職種別に分かれ患者情報フ

ォーマットにおけるフェイスシートの記入項目、

記入方法について検討後、職種ごとに検討内容

をまとめ発表した。 

3．検討会終了後、事後アンケート調査を実施し

た。 

事後アンケート内容については①職種②検討

会の運営について③追加すべき項目・意見につ

いて④さらに検討を必要とする内容についての

4 項目とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １（在宅モニタリング用紙1-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２（在宅モニタリング用紙 1-2） 

 

Ⅳ．結果 

1．患者情報フォーマット意見交換会まとめ 

在宅経過まとめ用紙 及び モニタリング用紙の

記入方法及び内容についての意見を、職種ごとに

まとめて記述する。 

看護（図 3,4）と相談員（図 7,8）はモニタリング用

紙に吹き出しを用いて検討内容を記載した。リハビ

リ職種（図 5,6）は検討内容を盛り込んだモニタリン

グ用紙を作成し、変更項目はフォントの色を変えて

記載した。 

1）看護 

①.在宅モニタリング用紙 1-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３ 

まとめ：ADL 評価を記号や数字で表されても、看

護師にはわからないため、ADL 介助の判断基準と

なるコメントが欲しい。また、その介助量に看護

師間・ヘルパー間の差が生じないようなコメント

も欲しい。最終排便時を追加。医療処置の種類と

器具、その最終交換日を追加。プラン実施状況、

目標達成評価において順序尺度では目標達成評

価が不十分であるため、効果ありと悪化について

は具体的な記述ができるコメント欄が欲しい。チ

ームケアの項目については何が記述されている

欄なのか疑問である。 

 「入院入所に至った理由」、「在宅経過要約」、「医

療スタッフより」、「入院、入所先スタッフへの連

絡申し送り事項」、これらの項目については、ど

の職種からの意見なのかが明確になるように職

種と名前の欄を追加してほしい。生活を把握する

という点はこのモニタリング用紙では見えてこ

ないので、睡眠時間や楽しみ（余暇・レクリエー

ション）などの情報もわかる表があれば理解しや

すい。 
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②.在宅モニタリング用紙 1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４ 

まとめ：「現病歴」、「合併症」、「薬物療法」では

どれくらいの情報量かが大切。年月日期間等や 

病名だけではあまり意味を持たない。コメント欄

に何が求められるのか共通認識が不明。 

処置内容には留置カテーテルと胃瘻の項目を追

加、またどのような処置を行ったのかがわかるよ

うに、コメント欄を追加してほしい。全体的には、

知りたい情報・伝えたい情報が一目で分かるよう

に色や記号などで強調するとよい。 

2）リハビリ職種 

①.在宅モニタリング用紙 1-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５ 

まとめ：患者の基本情報について、治療法及び発

症日・手術日・退院日は罹患した疾病が一つとは

限らないため、具体的な内容が必要である。また

疾病の治療のための入院や、検査目的のみの一時

入院等、入院の目的は様々であり、具体的な内容

の情報が必要である。そのため、既往症および現

病歴については、具体的な経過が分かるように自

由に記入できるようにすべきである。 

在宅においては、精神症状が生活上の問題となり、

介護負担につながる場合があるため「身体状況」

の項目について、行動障害や認知症、高次脳機能

の項目に加えて、精神症状の有無や具体的な内容

を記入できる項目を設けた。 

「チームケア」の項目については、どのような内

容を含むか意図が分からない。 

②.在宅モニタリング用紙 1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６ 

まとめ：評価項目は多職種で共通理解ができるよ

うに、日常生活上影響がある部位や、注意事項 

等は具体的に記載する。片麻痺運動機能評価

（BRST）は左右に記載できる項目が必要であ 

る。対象疾患を問わずにモニタリングできるよう

に、その他の項目を設けて個々の対象者の必 

要な情報を記載する。 

「高次脳機能」の項目では、生活上の問題の背景

を具体的に記入する。 

ADL 評価の FIM は、経過を追うために必要であ

り、介助方法等の具体的なコメントが重要である。

「基本動作」一人でできない場合に、できる部分

とできない部分を具体的に記入する。 

「家屋改修状況」は改修をしたかどうかの有無の

みを記入し、改修箇所については具体的記載する。 

家族が介護に協力的か、疾患や障害の理解の程度

は、在宅において利用者本人やその家族と関わる

場合に重要である。その場合、家族状況が良好で

ない場合の情報が必要であるが、記載内容の検討

が必要である。同様に、疾患や障害について、医

師からどのような説明をされているのかという
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情報も重要であると考え「利用者ニーズ」「家族

ニーズ」の項目に加えて、「介護力」「障害への理

解（家族、利用者）」を追加した。 

在宅支援の際には、家庭における利用者の生活ス

タイルや価値観を理解していることは重要であ

るため、「生活歴」「生活リズム」の項目を追加し

た。 

本モニタリング用紙の更新頻度であるが、負担

なく実用するなら、おおよそ実施計画書の更新時

期と合わせて 3 ヶ月に 1 回程度ではないかと考え

る。また、実施計画書の内容と重複する部分が多

いため、将来的にはリンクさせることができたら

良いと考える。 

3）相談員 

①.在宅モニタリング用紙 1-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ７ 

まとめ：全体的にはシンプルにした方が良い。（例

えば大項目→中項目→小項目と階層的にすると

見やすい。）身体状況の項目に褥瘡、意識障害、

身長を追加する。家族状況の情報は重要になるた

め、記入スペースは細かい内容を記載できるよう

にする。チームケアの欄は不要。評価項目に片麻

痺運動機能評価（BRST）、脳卒中重症度スコア（ｍ

RS）を追加する。家族構成、利用者ニーズ、家族

ニーズは在宅モニタリング用紙 1-2 に記載欄があ

るが、これらの情報は介入後より介入前に得てお

く情報として重要であるため 1-1 にも必要である。

さらに、プロフィール、心理面、経過、注意事項

も 1-1 に記入するとよい。身体状況や ADL 動作

については開始時と終了時の比較ができるが、ケ

アマネの所見・サービスへの満足・プラン実施状

況も比較できるとよい。 

②.在宅モニタリング用紙 1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ８ 

まとめ：評価項目の欄は満点を統一して段階で表

せるとよい。どのような動きができるのかを記載

するとよい。SIAS は不要。疼痛の項目は必要。

積極的、協力的といったモチベーションを記載で

きるところも必要。評価項目と ADL 動作項目な

どは単独でみるだけではなく、関連が可視化でき

るようにするとよい。（例えば、ADL 動作項目を

クリックすると関係する評価項目がわかるよう

にする。） 

2．検討会後アンケート結果 

①運営について 

事前アンケートと冒頭の趣旨説明があったた

め、理解しやすく、他職種の視点からの意見が聞

けて参考になった。各職種をグループに分けた事

で其々の意見を聞く事が出来た。参加者の構成と

今後の予定を聞かせてほしい。 

②今後の検討課題 

現場に広めるためにはシンプルで記入しやすく、

専門外の記入者にも分かりやすくすべきである。記

入が複雑で業務に支障がでるようでは意味がない。

身体機能表評価表などでは無機質な方眼マスへの

書き込みだけでなく、絵柄やアイコンを織り交ぜた書

式設定したらどうか。 

大量の情報を現場スタッフが記入することは非常

に困難なことであり、重要性を伝えながら何らかの方

法を徹底する必要性がある。 

今回の参加者以外にも、複数の意見をもらい再検

討することも必要である。 
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Ⅴ．考察 

 今回、実施した検討会は、在宅介護サービスに携

わっている職種間において実施した。検討会の前

半では職種別検討会として参加者を看護師・リハ

ビリテーションスタッフ・相談員に分け、在宅モ

ニタリング用紙 1-1、1-2 を基本項目として、知り

たい情報・伝えたい情報・加えるべき項目につい

て同職種で意見交換を行うことにより、各専門性

を確認し合うことができた。 

また、グループディスカッションの後、全体会

において各職種で検討した内容を発表し合った。

フェイスシートの簡素化、利用者基本情報の増加

については各職種共通の認識が得られていたが、

評価項目や ADL 動作項目では各職種間において

認識の違いが明らかとなり、項目の追加や記載方

法、内容の確認等、様々な切り口から意見交換が

実施できた。 

 今回の検討会では、各職種間における言語の違

いや疾病について把握している側面の違いが意

見交換時に影響を及ぼしていた。このように、他

職種の考え方の違いを知ることができたことに

よって、専門職としての地域における役割をお互

いに認識し、相互理解が深まったといえる。 

 さらに、事前アンケートを実施したことにより、

参加者自身の考えを整理できていたため、検討会

の職種別部門会では短時間で細部まで検討する

ことができた。 

今回は、職種別の患者情報フォーマットについ

て検討することはできたが、全体会では検討内容

を発表し合うことに留まり、職種別の意見を統合

させた患者情報フォーマットを完成させるまで

には至らなかった。事後アンケートより、参加者

以外の職種等の意見も聴取して再検討する必要

があるとの声もある。また、共有すべき情報の内

容を検討することに合わせて、実用的に使用する

ための方法についてさらなる見当が必要である。

今回の検討会を生かし、得られた意見を統合した

患者情報フォーマットを作成した上で、さらに地

域医療に関わる多職種から広く意見を聴取し、改

良を積み重ねていきたいと考える。 

 

Ⅵ．おわりに 

 今後非常に重要となってくる春日井市の要介護高

齢者福祉計画の中で、中部大学の領域センター貢

献するためには、計画の一部を実践し、同時にモニ

タリングしていくことが重要である。今回は実践計画

の一部として、在宅介護サービスとそのシステムの在

り方について考察・検討することができた。 
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